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はじめに
近年， 我が国では高齢化が急激に進み， 平均寿

命が世界一の長寿社会を迎えている． そして， 平

均寿命が延伸している一方で健康寿命の延び率が

小さいことが課題となっている 1）． この平均寿命

と健康寿命の差は， 日常生活に制限のある 「不健

康な期間」 とされており， 現在ではその期間が 5

年から 10 年以上あると報告されている． こうし

た差が拡大することにより個人の QOL （quality of 

life） の低下に加え， 医療費や介護給付費など社会

保障費を消費する期間が増大することが問題とさ

れている． このように， 2000 年 4 月に施行され

た介護保険制度以降急速に要介護者が増加してお

り， 団塊の世代が後期高齢者に達することによる

介護 ・ 医療費等社会保障費の急増が懸念され， こ

れは 2025 年問題と呼ばれている． そのため， 高

齢者を支えていくための新たな仕組みづくりであ

る地域包括ケアシステムの構築が急務となってお

り， 多くの自治体では介護予防体操などが実施で

きる集いの場の構築， 体操を指導する推進員やボ

ランティアの養成， 介護予防の普及啓発を含め

た介護予防の推進 2） など， 住民主体の運動教室

（以下， 運動教室） が推奨され広がりをみせてい

る 3-5）．

本研究の対象都市である愛知県尾張旭市 （以

下， 本市） における 2017 年 4 月 1 日現在の総人

口は 82,997 人， 65 歳以上の割合である高齢化率

は 25.3% 6） であり， 全国平均 26.6% よりも低い数値

ではあるが高齢化は着実に進んでいる． 本市にお

いては， 2005 年から独自の体操である 「らくらく
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筋トレ体操」 （以下， 筋トレ体操） を開発し， 筋

トレ体操を活用した運動教室である 「らくらく筋

トレ教室」 （以下， 筋トレ教室） を開催するなどの

取組みが進められている． また， 「元気まる測定」

と呼ばれている生活習慣をチェックし， 血圧， 身

体計測， 体力測定の結果とあわせて総合的に健康

度を評価できる場が複数存在し， 集会所や公民館

などで実施することが可能である． 本市が筋ト

レ教室を開始してから 2019 年 4 月 1 日現在まで

の 14 年間で約 65 グループの筋トレ教室が存在し

ている． 筋トレ教室は週に 1 回 2 時間程度で実施

しており， 全部で 8 種類の筋トレ体操により全身

を効果的に運動することを重点的に行い， 介護予

防や健康寿命の延伸， 運動機能の維持 ・ 増強を目

的に行っている． さまざまな自治体において一定

の養成を受けた推進員が運動教室に配置され活動

支援を行っており， 推進員の重要性 3） 7） について

の報告が先行研究において， 多くなされている．

現在， 本市では筋トレ教室の運営には， 健康づく

り推進員 （以下， 推進員） が関わっているグルー

プとボランティアによる筋トレ教室の代表者 （以

下， 代表者） が関わり， 推進員が関わっていない

グループの 2 つが存在している． しかしながら，

推進員を配属した際の高齢者の運動機能に関する

縦断的な効果についての報告は存在していない．

本研究の目的は， 一定の教育体制が担保された推

進員の有無が筋トレ教室の参加者の運動機能に及

ぼす影響について縦断的に明らかにすることであ

る．

対象および方法
本研究の対象は 2017 年度時点でのすべての教室

である 58 グループの筋トレ教室 （図 1） へ参加し

ている地域在住高齢者 1,498 名とした． 除外基準

は， 本市で実施している 「元気まる測定」 の中に

含まれている体力測定を 4 年間連続して継続実施

できていない者とした． その結果， 対象者は体力

測定に継続して参加した185名 （年齢 ： 69.6 ± 5.5 

歳）， 男性 29 名， 女性 156 名であった． 対象のう

ち推進員が存在する教室 （以下， 推進員あり群）

118 名と推進員が存在しない教室 （以下， 推進員

なし群） 67 名の 2 群に分類した （図 2）．

体力測定は， 10 m 最大歩行速度， 歩幅， 最大

脚伸展筋力， 握力， 開眼片脚立位時間の 5 項目で

あった．

10 m 最大歩行速度 （以下， 最大歩行速度） およ

び歩幅の測定には， 歩行測定器 （ツクワ株式会社

製 M16-1437 製造番号 00003） を使用した． 歩行の

開始位置と 10 m 離れた終了位置に赤外線センサー

が付いたスタンドを設置し， 助走路は設けず， 10 

m を通過する時間を計測し歩行速度を算出した．

歩数は， 目測で数え歩行距離を歩数で除すことに

より平均歩幅を算出した． 歩行の計測は 2 回測定

し， 歩行速度が最大値であった計測を代表値とし

て採用した （図 3 左）．

最大脚伸展筋力の測定は， 脚伸展パワーの測定

装置 （コンビ， アネロプレス® 3500） を使用し，

以下の手順で行った． アネロプレスの椅子に深く

座らせプレートの上に両足を置き膝関節の角度を

約 90 度屈曲させた姿勢で， 腰部と両足をベルトで

固定した． 体重と同値の負荷 （kg） を設定し， 合

図と共に脚屈曲姿勢から最大努力でプレートを蹴

り出す脚伸展運動を 5 回試行させ， 脚伸展パワー

値を測定した． 5 回測定し最大値から上位 2 つの

値の平均値を代表値として採用した （図 3 右）．

握力は， 文部科学省の新体力テスト実施要項

図 1．らくらく筋トレ教室の運動風景

図 2．フローダイアグラム
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（改訂版） 8） に示された方法に従い， アナログ握力

計 （竹井機器工業， T.K.K.5001 グリップ -A） を使

用し計測した． 握りは示指の近位指節間関節がほ

ぼ 90 度屈曲位になるように握り幅を調節し， 左右

交互に 2 回ずつ測定し左右それぞれの最大値の記

録を平均したものを代表値として採用した．

開眼片脚立位は， 文部科学省の新体力テスト実

施要項 8） に示された方法に従いデジタルストップ

ウォッチを使用し計測した． 視線を一点におくこ

と， 両手を腰につけること， 上げている足が軸足

につかないこと， 腰から手が離れないこと， 軸足

の場所が動かないことを指示して 2 回行い， 最長

時間の上限を 120 秒とし， 最大値を代表値として

採用した． なお， 1 回目が 120 秒の場合は， 2 回目

の計測は行わなかった．

統計処理として， 各群における基本的な対象者

特性については Shapiro-Wilk 検定にて正規性を確認

した後， 対応のない t 検定および Mann-Whitney 検

定にて比較した． 性別についてはχ2 検定を行った．

最大歩行速度， 歩幅， 握力， 最大脚伸展力， 片

脚立位時間における効果判定には， 分割プロット

デザインによる二元配置分散分析を用いて， 群

（推進員あり ・ なし） と期間 （1･2･3･4 年後） の二

要因の主効果， 交互作用を検討し， 交互作用が得

られた場合はシェイファーの方法で補正した多重

比較検定を実施した． 以上の統計解析には， 統計

ソフト R （ver.2.8.1） を使用し， いずれの統計処

理も有意水準は 5% とした．

倫理的配慮
本研究は， 尾張旭市からの研究依頼に基づき，

関係資料の提供を受けて行った． 提供を受けた資

料は特定の個人を識別することができない連絡不

可能で匿名化された資料であった． なお本研究は

所属機関の研究倫理委員会の承認 （承認番号 E17-

0004） を得て実施した．

結果
各群における年齢， 身長， 体重および性別の対象

者特性については有意差を認めなかった （表 1）．

表 2 に群と参加期間を要因とした分割プロットデ

ザインによる分散分析の結果を示す． 最大歩行速

度については， 期間要因のみに有意な主効果と交

互作用を認めた． 期間要因の水準ごとの多重比較

検定により推進員あり群でのみ， すべての水準の

組み合わせで有意な差を認め， 経過とともに最大

歩行速度が増加していた （p < 0.001）．

また最大脚伸展力においても期間要因のみに有

意な主効果と交互作用を認め， 推進員あり群にお

ける期間要因の水準ごとの多重比較検定により， 1

年後と 4 年後， 2 年後と 4 年後， 3 年後と 4 年後と

の間に有意な差を認め， 4 年後で最大脚伸展筋力

が増加していた （p < 0.04）．

それ以外の項目では， 両要因に有意な主効果お

よび交互作用は認められなかった．

図 3．左：最大 10m 歩行速度の測定　　右：最大脚伸展力の測定

表 1．各群の対象者特性

推進員あり群 推進員なし群 p 値

年齢 （歳） 69.2 ± 5.1 70.2 ± 6.0 0.34

身長 （cm） 153.4 ± 7.6 152.3 ± 6.7 0.37

体重 （kg） 52.5 ± 7.7 53.2 ± 7.0 0.55

性別 （男 / 女 , 名） 20 / 98 9 / 56 0.58 a

数値は平均値 ± 標準偏差， または人数を記載．

対応のない t 検定， マン ・ ホイットニー検定， または a : χ 2 検定．
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考察
本市における筋トレ教室には， 推進員の関わっ

ているグループと推進員が関わっていない代表者

がとりまとめているグループの 2 つが存在する．

筋トレ教室の開催頻度や筋トレ体操の時間， 内容

には違いがなく， およそ週に 1 回 2 時間程度の運

動を実施している． 本市の推進員と代表者は， 毎

年 1 度， 尾張旭市健康課が主催する 「らくらく筋

トレ体操フォーム確認研修会」 に参加し， 保健師

や運動指導員によって筋トレ体操の内容は担保さ

れている． 推進員と代表者の大きな違いは， 養成

の仕方と教室の関わり方にある． 代表者はグルー

プから選出され， 筋トレ体操の実施時には DVD に

合わせて参加者の前で運動を実践し， 手本を示す

役割を担っている． 一方， 推進員は， 市民の健康

の保持や増進を支援するために， 地域における健

康づくりのリーダーとして一定の研修を受け正し

い知識と技術をもち， より良い健康生活の実践者

となり地域の実情に即した効果的な方法により地

域の健康づくりの推進を担っている． 推進員の養

成は， 本市主催の 「健康づくり推進員養成講座」

を受講した市民の中から地域ボランティアとして

2005 年度に 1 期生として活動を開始した． 養成講

座の講師は医師， 保健師 （市職員）， 健康運動指

導士， 精神保健福祉士， 管理栄養士， ボランティ

ア代表者であり， 講座内容は， 「健康都市の取り

組み」， 「生活習慣病の基礎知識と予防方法」， 「食

と健康」， 「こころの健康」， 「ボランティア活動の

心構え」， 「運動と健康」 についての講義と実技を

6 回， 各 2 時間で構成されている． また推進員に

なった後も， 毎月の定例会や保健師との打ち合わ

せにより情報共有や意見交換を実施している 7）．

さらに， 本市からの援助により外部研修と他市町

の推進員との交流会を開き， 筋トレ教室での指導

方法の向上に役立てている． 筋トレ体操では参加

者の前で運動の手本を示すとともに， 適切な助言

を与えながら運動の指導を行っている．

滝本ら 9） は， 4 年間に渡り， 高齢者に対する運

動教室に参加した 95 名について調査した結果，

最大膝伸展力， Timed up & Go （以下， TUG） , 最

大歩行速度， 片脚立位時間の向上が認められたと

しており， 理学療法士や健康運動指導士などの専

門職が運動教室での指導に関わることで高齢者の

身体機能を向上させることが可能であると報告し

ている． しかし， 専門職でない住民が開催する運

動教室の効果についての報告はない． そこで， 一

定の教育体制を担保されている推進員の有無が，

筋トレ教室の参加者の運動機能に及ぼす影響につ

いて検討した結果， 最大歩行速度において推進員

あり群でのみ 1 年後から 4 年後まで経過とともに

増加を認め， 推進員の配置による効果が認められ

た． また下肢筋力の指標である最大脚伸展力にお

いては， 推進員あり群のみが 4 年後に最大脚伸展

筋力の増加を認め， 推進員の配置による効果が示

された．

高齢者の最大脚伸展力の自然経過については，

年齢とともに低下することが報告 10） されている．

また加齢ともに不活動による筋力低下が生じるた

表 2. 筋トレ教室における推進員の有無と参加期間の経年的変化

群 n
期間 p 値

1 年後 2 年後 3 年後 4 年後 主効果 : 群 主効果 : 期間 交互作用

歩行速度

（m/sec）

推進員あり群 118 1.50 ± 0.21 1.55 ± 0.17 **1) 1.58 ± 0.18 **1) 2) 1.61 ± 0.18 **1) 2) 3)
0.18 < 0.001 < 0.001

推進員なし群 65 1.52 ± 0.23 1.54 ± 0.23 1.53 ± 0.22 1.50 ± 0.24

歩幅

(cm)

推進員あり群 118 72.98 ± 8.86 73.89 ± 7.90 73.71 ± 8.32 73.14 ± 8.06
0.71 0.44 0.62

推進員なし群 65 73.64 ± 8.71 73.96 ± 8.83 73.84 ± 9.30 74.11 ± 9.22

握力

(kg)

推進員あり群 60 23.53 ± 5.11 23.56 ± 5.04 23.97 ± 4.93 23.63 ± 4.96
0.06 0.66 0.33

推進員なし群 35 21.96 ± 5.13 21.73 ± 5.30 21.62 ± 4.70 21.46 ± 4.59

最大脚伸展力

(W)

推進員あり群 32 620.09 ± 280.39 642.06 ± 294.34 664.03 ± 293.55 714.84 ± 285.73 **1) 2) 3)
0.51 0.04 0.01

推進員なし群 23 752.70 ± 290.89 671.39 ± 283.98 699.00 ± 290.55 716.52 ± 289.04

片脚立位時間

(sec)

推進員あり群 55 63.22 ± 47.56 67.87 ± 46.91 68.35 ± 45.81 70.84 ± 45.47
0.85 0.82 0.22

推進員なし群 33 74.24 ± 49.93 67.33 ± 49.41 66.55 ± 50.37 69.18 ± 47.90

数値は平均値 ± 標準偏差を記載

分割プロットデザインによる二元配置分散分析， シェイファーの方法で補正した多重比較検定　　* * : p < 0.01

1) 1 年後と比較して有意差あり． 2) 2 年後と比較して有意差あり． 3) 3 年後と比較して有意差あり

n の値は， 一部の被験者がすべての測定に参加できなかったため図 1 に示した推進員あり n = 118, 推進員なし n = 65 と異なる．
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め， 活動的な生活を取り戻し， 生活の中に積極的

に筋力トレーニングを取り入れるべきとした報告

がある 11） 12）． 本研究においても推進員が筋トレ

教室に関わることによって， 最大歩行速度や最大

脚伸展筋力の向上が図れることが示された． 加え

て， それらの運動機能は教室への参加から 4 年後

においても改善が持続していることから， 推進員

が長期的に関わることの役割は大きいことが示唆

された．

歩行速度は， 歩幅とケイデンスによって規定さ

れるが， 高齢者の歩行速度の低下は， ケイデンス

の低下よりも歩幅の減少によるところが大きいと

される 13） 14）． 若年群と高齢群が歩行速度を増加

させる場合， 若年群が歩幅を拡大することで速度

を増加させるのとは異なり， 高齢群では歩幅の増

大が乏しく， ケイデンスの増加によって補ってい

る． 本研究において歩幅には有意な向上が認めら

れなかったことから， 今回の最大歩行速度が向上

した要因としては， 歩行率の向上が影響している

ことが示唆された． 岩瀬 15） は， 最大歩行速度に

おいては， 大腿四頭筋筋力が強いほど歩行率が高

く， 脚伸展筋力は身体を前方へ進める推進力とし

ての役割が大きいことを報告している． このこと

から， 今回の推進員あり群における歩行速度の向

上に関しては， 運動を継続してきたことによる最

大脚伸展力の向上が関係していると考えられた．

一方， 歩幅と片脚立位時間については， 有意な

経年変化は認められなかった． 橋詰 16） は， 高齢者

における運動能力の各要素の中でも平衡性の低下

は著しく 17）， 歩幅を拡大させるためには新たな支

持基底面上に安定させるといったバランス能力が

必要であるとしている． 稲葉ら 18） によると， 3 ヶ

月間の筋力トレーニングに加え， バランス運動を

組み合わせたプログラムを実施した地域在住高齢

者は， 開眼片脚立位， 最大歩行速度， 最大脚伸展

力， Functional Reach, TUG の身体機能の向上が認

められ， 筋力だけでなくバランス能力の向上もみ

られたと報告している． 以上のことより， 歩幅の

拡大においては， バランス能力が必要であるが，

本市で実施している筋トレ体操の中にはバランス

運動は取り入れていないことから， 開眼片脚立位

時間や歩幅の向上に繋がらなかったこと推測され

る． 今後， さらに最大歩行速度を向上させるため

には， 筋トレ運動に加えて， バランス運動を取り

入れるプログラムを追加することで開眼片脚立位

時間の向上や歩幅の拡大に繋がるのではないかと

考える．

また， 代表者が運営する筋トレ教室について

は， どの項目についても経年的な変化は認められ

なかった． しかし， 調査を行った 4 年間において

は歩行速度， 歩幅， 最大脚伸展筋力， 握力， 開眼

片脚立位時間などの項目に関しては維持が図られ

ていることが示され， 運動教室として一定の効果

があることが考えられた．

以上のことより， 地域在住高齢者の運動機能を

維持または向上するためには， 運動を継続してい

くことと指導者の質が重要であることが明らかに

なった．

本市における筋トレ教室は 2014 年 3 月末では

48 グループで参加者 1,167 名であったが， 2019 年

3 月末現在では 65 グループ 1,507 名とグループ

数， 参加者ともに順調に増えてきている． 今後も

高齢化に伴い参加者が増加し， さらに筋トレ教室

の数も増加していくことが考えられる． 地域在住

高齢者に対する介護予防への取り組みとして， 筋

トレ教室を含めて地域住民の通いの場でもあるサ

ロンに参加を促すことで要介護認定の低下を抑え

ることが期待 19） されている． そのため， 今後， 介

護予防の担い手として一定の養成を受けている推

進員による運動指導および定期的な運動機能の評

価を進めていくことが介護予防あるいは健康寿命

の延伸の一助となることが考えられる．

本研究の限界として， 今回の調査では， 定期的

に体力測定を行っている者が少ないため， 対象者

数が大幅に減少し本市の筋トレ教室に参加してい

る者の全体を捉えることはできなかった． 近年，

欠損値が存在すると利用可能なデータ数が縮小

し， 各測定項目のデータ数も異なってしまうこと

が指摘されており 20） 欠損値を補完する方法として

多重代入法の有効性 21） 22） が報告されている． 多重

代入法を使用する際， Demirtas ら 23） は欠損率 25%, 

Grahamら 24） はデータ数 100以上が正確にパラメー

タを推定できる基準であるとしている 25）． 本研究

では， 対象が最も多い測定項目においても欠損率

は 87.6% であり， また測定項目によってはデータ

数 100 未満となるため， 今回の研究では多重代入

法を用いることができなかった． 今後は， 筋トレ

教室への参加者の体力測定の必須化を図り， 継続

的に測定できるようなシステムを構築していくこ

とで， 一次予防の段階で早期にサルコペニアやプ

レフレイルを発見していくこともできると考えら

れる． さらに， リハビリテーション専門職が地域

リハビリテーション活動に積極的に参加し， 身体

測定や運動方法の指導など推進員の教育に関わっ

ていくことによって推進員の質の向上に繋げてい

くことが必要である．
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結論
本研究の目的は， 一定の教育体制が担保された

推進員の有無が住民主体の運動教室に参加した者

の運動機能に及ぼす影響について縦断的に明らか

にすることであり， 推進員の関わりが地域におけ

る介護予防事業において有効である結果が得られ

た．
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